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オランダの薬物政策

オランダの実践にみるハーム ・リ ダクションと薬物使用者支援
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日本にはない施策であるハーム・リダクションを中心に、オランダで薬

物使用者が利用可能な医療 ・社会的ケアについて、以下の諸点より報告する。

l ハーム・リダクション・プログラムでは、断薬の意思の有無にかかわ

りなく、薬物使用者の臼の前の問題解決を手助けすることをH的とする。

人権への配慮と「利用|怒壁の低さjを特徴とする。

2. オランダでは、困窮した薬物使用者の長期ホームレス化 ・孤立化を防

ぐことを目的とした支援など、薬物使用の問題をもっ人にたいする社

会・福祉面での支援が重視され、公衆衛生的支援と社会的ケアとの統

合・複合の度合いが高まっている。

3 ハーム ・リダクション ・アプローチによる各種資源の多様化により、

薬物使用者の医療への入り円が拡大した。ことにヘロインなどハード・

(館法 18)50-3. 4 (1018) 
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ドラッグ使用者の医療参加が大きく促された。

4.薬物使用者の医療化と数え上げ管理が進み、運動論の観点からは当事

者関与の後退が指摘される。

(キーワード) 薬物使用者支援、ハーム・リダクション、オランダ

1.はじめに

本稿は、日本にはない施策であるハーム・リダクションを中心に、オラ

ンダで薬物使用者が利用可能な医療・社会的ケアの資源について、概説す

るものである。本稿では、筆者が2007年より 6回行った現地調査で収集し

た資料および情報を主として用い、報告を行う。

ハーム・リダクション (harmreduction)とは、薬物使用に関連する公

衆衛生的な諸実践の中から生まれ、 HIV予防対策との結びつきの中で広

まり、現在では薬物や HIV対策以外の分野にも普及しつつあるアプロー

チである1).2)。

ある特定の行動が健康上のリスクをもたらすとわかっているとき、問題

のひろがりを避けるために、その行動をやめさせることを第一の目標とす

る介入を考えるのは、合理的な思考である。だが、公衆衛生的働きかけの

対象となる人の中には、健康リスクを承知していても、なんらかの事情で、

その行動を即座にやめることが困難な人もいる。そのような人に対し、そ

の行動をただちにやめることを求めるのではなく、その行動をとるときに

健康被害を受けにくい方法で実行してもらうことを勧めるのが、ハーム・

リダクションの基本の考え方である3)。

ヨーロ ッパや北米カナダ、オセアニアの実践家たちは、ハーム・リダク

ション ・アプローチによるプログラムを、人権に配慮し、「利用障壁の低

い(low-threshold)Jサービスとして展開することを強調する4)。そして、

ハーム・リダクション・プログラムを表lのようなアウトカムが得られる

(飽法 18)50-3. 5 (1019) 
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表l ハーム・リダクション・プログラムがアウトカムとして想定すること

(一)減らす

①ハイリスク行動

②自傷他害行為

①感染症

④サーピス利用のしにくさ

⑤孤立

⑥ステイグマ

⑦警察や救急が出てくる事態

③痛みや苦しいこと

⑨自殺 ・事故死

⑩アンダーグラウンド化

(+ )増やす

①健康と安全

②サービスとのかかわり

(利用と参加)

③コミュニテイの形成

④セルフ ・エスティーム

([仕事やボランテイアの機会

⑥教育と啓発

(i解毒と治療機会

③居場所 ・住む場所

(出典) Drug Users Resource Centre (カナダ)、The24出 lnternationalHarm Reduction 

Conferenceにおけるワークショップ "AdaptingHarm Reduction Programmes for 
People Who use Stimulants" (2015年10月19日、於 クアラルンプール)での配布
資料から徐が翻訳。

働きかけだとしている。

薬物依存症対策としてのハーム・リダクション実践では、ヘロインの退

薬症状で苦しんでいる路上生活者に無料でメタドン(ヘロイン依存症の治

療に用いられる薬物)を配布する、薬物使用中の不慮の事故を防止するた

めの情報提供を行う、 HIVや肝炎などの感染を防ぐために注射器具を配

布する、などが知られている。これらの実践は、薬物問題や HIV流行が

深刻な国々を中心に行われている。

さて、ハーム・リダクションという用語が日本にもたらされたのは、

1990年代、 HIV/AIDS流行に対応する各国の対策が紹介される過程に

よってであった5)。しかしながら、その後、ハーム・リダクションを日本

の状況と併せて検討する動きは近年まで見られなかった6)，7)。

その問、薬物使用の問題が深刻な国々、ヨーロッパやカナダ、ラテン ・

アメリカ諸国では、薬物使用の非犯罪化を進めるとともに、薬物に関連し

た公衆衛生施策では、ハーム ・リ ダクションを重点化していった。2016年

の国連薬物問題特別総会 (UNGASS)では、ハーム・リダクションの導

(能法 18)50-3， 6 (1020) 
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入と推進は重要論点となっている8)。

つまり、ハーム・リダクションは、いまや、自国でそれを導入する・し

ないにかかわらず、現代の薬物問題一一容易に国境を越えて轄接するグ

ローパル・イシュ一一一、を見定めるのに、必須の知識なのである。

オランダは、ハーム・リダクション・アプローチの採用をめぐる世界的

な動きの中で、他に先駆けてハーム・リダクションへと舵を切った社会で

ある。日本では、まだ多くの情報がもたらされているとはいえないハー

ム・リダクションを知るのに、オランダの諸実践を一望するのは有益であ

ると思われる。本稿では、オランダの状況を評価と批判を含めて概説して

いく。

2.オランダの国土と人口

オランダという国の基本情報を表2に示した。オランダは、国土面積は

狭いながら、名目 GDP738，419米ドル、経済規模では世界第17位の先進

国である。人口は1，692万人(人口密度499人/krrl)であり、全人口におけ

る人種比は白人(オランダ系および周辺国出身者等)とそれ以外で8: 2 

で白人優位の比率となっている9)。白人以外のエスニシティは、オランダ

の旧植民地スリナムと海外自治区アンテイル諸島からの移住者が多勢を占

める。また、観光地として世界的に人気が高く、国境を越えての人の移動

がさかんな国である。

医療制度の面では、 2006年に皆保険制度を実現しており 10)，11)、オラン

ダに居住登録があって健康保険に加入している人が依存症医療を受ける際

には、窓口負担額が実質無料となる。オランダは、いわゆる高福祉国のひ

とつと見なされているが、健康保険に加入していない外国人、ことに、

EU国のパスポートを所持していない人は医療 ・福祉制度の適用対象外と

して、その恩恵を受けにくいため、民間団体(福祉 NGO等)がそれを

(館法 18)50-3， 7 (1021) 
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表2 オランダの基本情報

*正式名称* オランダ王国
年次 出典 | 

国土面積 (海外領土含まず) 41 ，526 km3 

総人口 16，925千人 (2015) 国連

人口密度 499.82人Ikm (2014) 世銀

平均寿命 (男女計) 81.30歳 (2014) 世銀 | 
65歳以上人口比率 17.56% (2014) 世銀

合計特殊出生率 1.68人 (2014) 世銀

名目 GDP(国民総生産) 738，419米ドル (2015) IMF 

1人当たり名目 GDP 43.603米ドル (2015) IMF 

l人当たり社会保障費 10，415.45米ドル (2011) OECD 

医療費支出 86，222百万米ドル (2013) OECD 

補っている。オランダは EU諸国の中でも難民受け入れを積極的に行っ

ている国であり、難民を含めた移住者対策は医療・福祉分野のみならず、

社会全体での重点対策分野となっている。

3.薬物使用の状況

表3に、オランダにおける薬物使用の状況を示すモニタリング調査デー

タを示した12)。

オランダでは、「あへん法J(蘭 0ρiumwet)により、大麻、マジッ ク

マッシュルームなどのソフト・ドラ ッグ (iリスト l薬物J)と、ヘロイン、

コカインなどのハード・ドラ ッグ (iリスト 2薬物J)が規制されている。

あへん法指定の薬物の中で、使用者が多いのは、コーヒーショップと称す

る庖舗での入手が可能な大麻類であり、 12-18歳の若年層でも7.7%が過去

1年間に使用している。

(飽法 '18)50-3. 8 (1022) 
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ヘロイン使用者は、一般人口での使用率は1ヶ月以内・ I年以内使用と

も0.1%以下と少ないが、ハイリスク使用者の数は14，000人と見積もられ

ている。ヘロイン使用者では、ヘロイン以外のハード・ドラッグやアル

コールを重複して使用 ・乱用している人が多いという。

表3には記載していないが、依存症の治療を行う医療機関の95%が参加

する患者情報システム (f全国アルコール薬物情報システム」、オランダ語

の略号は LADIS)の統計によると、受療者数は、アルコールでおよそ3.5

万人、大麻類およそl.5万人、コカイン l万超、ヘロイン l万人程度と

なっている。大麻類では、使用者数は2001年以降減る傾向にあるが、逆に、

受療者数は2000年以来増加する傾向があるということである13)。

4.薬物政策の特徴

オランダの薬物政策の特徴は、①ハード・ドラッグとソフト・ドラッグ

の市場分離 (fコーヒーショップ」政策)、②犯罪性の低い個人所有 ・単純

使用は逮捕起訴しない(薬物使用の非犯罪化)、の2点であろう14)。ここ

では、オランダ独特の施策である①について、簡単に説明する。

オランダが薬物使用に対し、寛容政策を採ってきたことは日本でも報道

やルボルタージ、ユなどで知られている。日本でも「大麻が自由に手に入る

国jという誇張されたイメージが流布しているが、オランダでは、アメリ

カ合衆国の一部の州のように、大麻使用が合法化されているというわけで、

はない。

前項でも触れたが、オランダでは乱用薬物をおおまかな有害度で2つの

階級に分類指定し、有害度の低い方に分類された薬物 (fリスト l薬物J

「ソフト・ドラッグJ)の使用および販売を「容認」するという方法をとっ

ている。「容認」というはなはだ不明瞭な表現が指し示す内容は、私的空

間での使用や少量の所持、限定された場所での少量の売買に関しては、警

(部法 18)50-3. 10 (1024) 
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察の取り締まりや逮捕・起訴の対象としない、という法「運用j上のルー

ルである。大麻の場合であれば、「コーヒーショップJという名称、の大麻

吸引専門庖内での売買や使用は、取り締まりの対象にならない。庖は地方

行政府に庖舗登録をし、顧客は市民 ID番号を庖舗に登録する仕組みに

なっている(現行の規制ではオランダ市民権を有しない旅行者等はコー

ヒーショップを利用できない)。

「コーヒーショップ」政策の狙いは、有害性の「比較的J低いとされて

いる大麻使用の 「見える」化(可視化)である。「見えるJ化によって、

ソフト・ドラッグとハード ・ドラッグの市場分離を行い、市場分離により、

組織犯罪の横行と薬物売買のアングラ・マネー化を最小限にすることが目

的である。また、供給源の分断により大麻のゲートウェイ・ドラ ッグ化を

防ぐ。

日本の感覚からみると一見、不可解に思える「コーヒーショ ップ」政策

であるが、この措置と、薬物使用の非犯罪化により、薬物使用を他者に公

表することの不利益が相対的に減じた。そのことによって、個人の立場か

らは、相談や医療が必要になったとき、 トラブルが生じたときの求助行動

(help-seeking behavior)がとりやすくなった。また、社会的には、薬物

対策の策定に必要なエビデンスを得るための調査や、乱用薬物のモニタリ

ング調査の精度を上げるという効果も生まれた。

5，ハーム・リダクシ ョンの展開

薬物使用にかんする寛容政策の一方、オランダ社会はハーム ・リダク

ションの積極的導入をとおして、 ①注射器使用者が減り、 HIV感染の拡

大を防いだ、 ②ヘロイン使用者を医療資源に導いた、の2つの成果を達成

した(②については、第7項でとりあげる)。

1960年代以前のオランダでは、アヘンが都市の少数の人々に使用される

(能法 '18)50-3. 11 (1025) 
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表4 オランダの各地域で行われている薬物使用者を対象とした
ハーム ・リダクション・プログラム (2016年現在の状況)
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-ハウスルールに従い、定められた場所で

薬物やアルコールを用いることが認められ

ている(ドライハウスでは、薬物やアル

コールは使えない。従って、昼間に薬物使

用ルーム等を利用する。)

・ハウジングファーストの原則。治療勧奨

はしない、生活訓練は利用者の義務ではな
し、。

-他のサービス(最近では f-ACTなど)

により、じゅうぶんニーズ充足されるとい

う理由でユトレヒト、ロッテルダム、アム

ステルダムでは、 2∞5年までに終了。

アウトリーチで|・もよりのバス停まで、アウト

行うメタドン配|リーチ・パンでメタドンを配布

布 |する。

・注射器やコンドームなども同

時配布する

ドラッグの内容|・手持ちのドラッグの成分を調|・とくに、若者のパーティードラッグによ

検査 |べてもらう |る事故を防ぐことを目的とする

(能法'18)50-3， 12 (1026) 
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-情報提供 ・相談等 -薬物(とくに新しい薬物の内容、流通、

流行)の監視にデータを役立てる

ノfーティーやク 若いドラッグ・ユーザーの集ま -大麻、覚せい邦lや危険ドラッグなど非オ
ラプでのアウト る場所で、つぎのようなサーピ ピオイド薬物使用者を含む

リーチ スを行う

-薬物の内容検査

-コンドーム配布

-オーバードーズ予防啓発

-ピア健康教育・相談

-情報提供等

(出典) 徐他 (2017)

程度であり、薬物問題は、さほど大きな社会問題ではなかった。歴史的に

は、新教カルヴァン派の厳格主義的な価値の影響などから、薬物やアル

コールの使用に対しては厳しい考えが社会に共有されていた15)。

ところが、 1960年代後半にヨーロッパ各地にヘロインが流入し、オラン

ダでもヘロイン流行が始まると、アムステルダム、ロッテルダム等で治安

悪化や街並荒廃、薬物使用者のホームレス化が都市問題化していった。こ

れらの問題へさまざまな形で対応策が講じられる中、 1970年代には、オラ

ンダ各地で薬物使用者が相互支援のための自主組織を結成し、困窮した薬

物使用者や健康を害した薬物使用者にたいする小規模な援助を、市民活動

として行った16)。活動の担い手は、薬物使用者 ・元薬物使用者が主体で、

それに医師やカウンセラ一、宗教家などが加わった。

これらの組織は、メタドンの無料配布、肝炎予防のための注射器具配布、

薬物注射を使用するための場所提供を試行錯誤しながら実験的に行ってお

り、事実上、最も早期のハーム・リダクション的実践に数えられる。HIV

流行の始まる以前のことである。この時代には、ハーム・リダクションと

いう用語はまだ生まれておらず、活動を支持していた専門家は、「薬物依

存症の第三次予防」と表現していた。

オランダでは、断酒や断薬の決心がつかない人でも、退薬症状で苦しん

でいればその症状をやわらげるための治療を受ける権利があるし、そのよ

(部法 '18)50-3， 13 (1027) 
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うな状態の人にたいして医療を提供しないのは公平でない、とする考えが

ある。このような考え方は1970年代初頭、オランダにヘロインが入ってき

て流行していた時代にはすでに存在し、上記のような自主活動を生んだ。

そして、 1980年代以降 HIVの流行が問題となったとき、さまざまなハー

ム ・リダクション対策を展開する基礎となった。

6.公衆衛生と社会的ケアの統合

2016年現在、オランダで実践されているハーム・リダクション ・アプ

ローチによるプログラム17)-19)のタイプをまとめたのが、表3である。薬

物使用者の自助活動として創意されたハーム ・リダクションであるが、そ

の効果や特性が認められ、現在では、保健医療サービスの提供機関や行政、

NGO/NPOが、組織的にプログラムを展開している。

これらのプログラムの重要なターゲット(利用者層)として、薬物の使

用年数が長いハード・ドラッグ使用者が想定されている。これらの人々は、

何回も断薬に失敗し断薬をあきらめている、生活困窮度が高い、ソーシャ

ル・キャピタル(有形・無形の支援提供源となる人間関係)にとほしい、

定まった住所をもたない、などの特性を有していることが多く、薬物使用

者のなかでももっとも支援ニーズが高いと考えられている。現在のオラン

ダの薬物使用者支援は、このような、困窮した薬物使用者の長期ホームレ

ス化・孤立化を防ぐことを長期的なゴールとして志向している。

ハーム・リダクション・アプローチは、 HIV流行にたいする公衆衛生

的レスポンスの中でその有効性が認められ拡まったが、オランダの実践で

は、そこにさらに、薬物使用に問題をもっ人にたいする社会・福祉面での

支援が重ねられた。公衆衛生的な支援と社会的ケアとの統合 ・複合加) つ

まり、医療・健康支援と住宅・生活支援の高度連携、ワンストップ化であ

る。

(龍法 18)50-3， 14 (1028) 
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7. r利用障壁の低い(low-threshold)Jサービス

さて、表3のとおり、ハーム・リダクションの枠内で整理される実践は

多様であるが、それらの聞にも、いくつかの共通項がある。まず第一に、

プログラムのタイプに関係なく、薬物使用者の目の前のニーズに対応する

ことを基本方針としている点である。サービス利用に際し、薬物をやめる

かどうかということは一切不問である。そして、つぎに、利用者の行いを

批判したり、生き方を変えるよう説得しないこと。依存症の治療を受ける

よう勧めたり、求められていない情報を押し付けないこと。さいごに、利

用者を歓迎すること。これらは、利用者である薬物使用者の視点から見た、

サービス利用にあたっての心理的障壁をできうるかぎり低くするための、

基本原則とされている。薬物使用者個人の視点からいえば、むやみに生活

に口を出されたり、薬物使用を非難されずに利用できるサービスが、利用

しやすく利益が多いサービスなのである。逆に、サービスをもっとも利用

しにくくするのは、スタッフが「クスリをやめてみませんか」と話しかけ

ることだという。これは、利用者にとっては大きなプレッシャーと感じら

れるということである。

さらに、プログラムのスタ ッフが、依存のつらさや、困窮した生活を続

けること、路上生活の過酷さなどを理解することも重要だという。薬物プ

ログラムの利用者たちは、路上で怒鳴られたり暴力をふるわれたり、道行

く人に無視されたりといった経験でもって、心身ともに消耗しきった状態

で、ょうやくプログラムの戸口にたどり着く。このよ うな認識がスタッフ

の間にあると、スタ ッフが自分の中の偏見や常識のしばりに気づきやすく

なり、利用者との関係構築がしやすくなるとのことである。

オランダの実践だけでなく、ハーム・ リダクションの成功例と して報告

される事例では、 「利用障壁の低い Oow-threshold)Jサービスの展開が

うまくいっているプログラムである。「クスリをやめろと言われないJr批

(節目法 18) 50-3. 15 (1029) 
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判されないJr歓迎してもらえるjといった評判が成立すると、薬物使用
者間の口コミが広がり利用者が増えて行く。利用者が増えると、サービス

提供者側に、薬物使用者の考えやニーズについての情報が集まる。また、

スタッフの聞で薬物使用者との接し方の経験が蓄積されていく。注射針交

換から住宅・居場所支援までのホリスティックで多様な資源の発達は、こ

のような循環的作用によってなされていくということである。

8.薬物使用者の医療参加

オランダにおけるハーム・リダクション施策の大きな成果のひとつは、

ヘロイン使用者の医療参加を促したことである。上でも述べたように、

ハーム・リダクション・プログラムでは、積極的な治療勧奨は行わないの

であるが、結果として、「利用障壁の低い Oow-threshold)Jサーピスが、

医療資源への入り口となっている。2016年現在、ヘロインのハイリスク使

用者推定l万4千人のうち、 86%がなんらかの医療資源を利用している21)

.22))。これは、オランダ囲内の依存症関連医療機関の9割が参加している

「全国アルコール薬物情報システム LADISJの登録情報から推定した信頼

度の高い数値である。

冒頭に述べたように、オランダに居住登録がある人は健康保険を利用し

て依存症医療は実質無料となる。そして、オランダではヘロイン依存症の

治療として、維持療法という直ちに断薬にとりくまなくてもよい治療オプ

ションが存在する。選択のうちわけをみると、医療に乗っているヘロイン

使用者のうち 7割は維持療法を、 3割は断薬ゴールの治療を選択している

という。そして、 1985年から2002年までアムステルダム市のメタドン・プ

ログラムに登録のある899人を追跡した長期コホート調査によると、対象

者の3割程度が、薬物常用開始後20年の時点で4ヶ月以上断薬(乱用薬物

もメタドンも使用していない)していたというお)。

(飽法 18)50-3. 16 (1030) 
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9.評価と批判

ハーム・リダクション施策の成功した固として紹介されることの多いオ

ランダであるが、評価される反面、当然のことながら批判もある。最後に、

批判として聞かれる点を簡略に記そう。

当たり前の事実であるが、オランダ市民の大多数は薬物使用者でなく、

薬物にかんする意見を個人的に聞けば、厳しいものから寛容なものまで幅

がある。そのように多様な価値が存在する中、オランダ社会は、ハーム・

リダクション・アプローチを「受け入れJて、薬物使用者を医療制度や社

会的ケアから切り離さず、社会の一部として包摂する方向性を確立した。

これは、人権、健康権、個人の自律性・個別性、自己決定などの価値を核

にした、排除論の、ひとつの乗り越えである。

その一方、運動論の観点からは、当事者関与の後退が指摘される。ハー

ム・リダクションが政策化され、医療とのむすびつきが強くなった結果、

医療化と登録制度による数え上げ管理が進行し、薬物使用者の位置づけは

サービスの「対象者Ji利用者」となっていった。ハーム・リダクション

の発端は、前に述べたように、薬物使用者による自助活動であったが、

ハーム ・リ ダクションが「施策jとして体制の中に組み込まれ、政策化し

て拡大していく過程で自助の性格は薄まり、当事者の関与は「協力Ji助

言Jの範囲に狭まった。

10.むすび

以上、オランダにおける薬物対策を、ハーム・リダクションを中心に概

観した。本稿では紹介できなかったが、ハーム ・リ ダクションの関連では、

薬物乱用対策においても特色のある実践が展開されている。若者を対象と

したオーバードーズ予防や、パーティー・シーンでのハーム ・リダクショ

(龍法 18)50-3. 17 (1031) 
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ンである。これらの取り組みでは、覚せい剤を含む、ヘロイン以外の薬物

使用も対象となっている。現在、世界的にはヘロインだけでなく覚せい剤

使用のひろがりが問題になっている。覚せい剤の問題では他国に劣らない

経験を有する日本からどのような貢献ができるのか、ひきつづき検討して

いきたい。

*本稿は、第16回DARSin大阪薬物依存者回復支援セミナー 『アデイクショ

ン・トランス・アドボカシーJ(2017年1月7日、於:マイドームおおさか)

において筆者が行った報告「オランダの実践にみるハーム・リダクションと回

復支援」に加筆 ・修正したものである。

*本稿は、日本学術振興会科研費助成による研究 「ハーム リダクション時代の依

存症ケア:日蘭の文化的差異をふまえた国際比較研究(挑戦的萌芽研究、課題

番号15K13084)Jの成果の一部である。
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